業務委託契約書
______________________（以下、「甲」という）は、________________________（以下、「乙」という）に対し、甲の______________________________における業務の業務委託契約（以下、「本契約」）を締結する。

第1条（業務内容）

1.甲が乙に委託する業務（以下、「本業務」）は甲の____________________およびそれに付帯する業務とする。

2.但し、____________________の業務は本業務に含まれない。

第2条（委託料の支払いについて）

1.甲が乙に対し支払う委託料は、___________円（税込）とする。

2.支払いは乙が________________を甲に対し納品した翌月__日までに、乙の指定する銀行口座に現金振込みにて支払いをする。

3.振込手数料は甲の負担とする。

4.振込先は以下の通りとする

金融機関名：________銀行________支店

口座番号：__________________

名義人____________________

第3条（期間）

業務を委託する期間は______________～______________とする。

第4条（権利帰属）

1.本業務により作成された成果物が著作物に該当する場合には、当該著作権（著作権法第27条及び第28条の権利を含む）は、甲に帰属するものとする。

2.乙は、本業務により作成された成果物について著作者人格権を行使しない。

3.本業務により作成された成果物に関する財産権及び一切の権利は、甲に帰属する。

第5条（秘密保持）

1.乙は、本契約に関して知りえた甲の秘密情報を、甲の事前の書面による承諾なく、第三者に対し開示・漏洩してはならない。

2.前項の規定にかかわらず、甲は、乙の秘密情報を、弁護士、会計士その他の専門家に対して、本契約に定めると同一の秘密保持義務を負わせた上で、開示することができる。

3.第１項の規定にかかわらず、乙は、裁判所、行政当局その他の公的機関、証券取引所等に対して、正当な法令又は規則に基づき必要とされた場合には、その必要の限りで甲の秘密情報を開示することができる。この場合、可能な限り甲に対してその旨を通知するとともに、必要最小限度の開示にとどめるよう最大限の努力を払わなければならない。

第6条（報告の義務）

乙は、甲の求めがあるときは、委託業務に関する情報をすみやかに報告しなければならない。

第7条（解除）

甲又は乙は、相手方が本契約に違反したときは、書面により当該違反状態を是正するよう催告するものとし、当該催告後相当期間が経過してもなお是正されない場合には、本契約の全部又は一部を解除することができるものとする。

第8条（補修）

甲は、成果物が一定の納品水準に達していないと判断した場合 は、乙にその補修を求めることができるものとする。 

第9条（損害賠償）

甲又は乙は、相手方の責めに帰すべき事由により自己に損害が生じたときは、

相手方に対し、当該損害（紛争解決に要した弁護士費用及び人件費並びに逸失利益を含む。）

の賠償を請求することができるものとする。

第10条（法令遵守）

甲および乙は、本契約に基づく業務を遂行するに当たり、関連する法令を遵守するものとする。

第11条（協議）

本契約に定めない事項については甲乙が協議の上、定めるものとする。

以上、本契約の成立を証として、本契約書を２通作成し、甲乙が署名捺印の上、各1通を保有する。

令和___年___月___日

甲　　住所：

　　　 会社名（氏名）：

　　　 代表者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

乙　　住所：

　　 　会社名（氏名）：

　　 　代表者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

